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　「こどもは小児科医が診るべきである」30年以上前に
私はそう教育され、自分も責任を持って仕事をしてきた
し、それが小児科医のプロフェッショナリズムに繋がるも
のであったことも間違いない。しかし、いささか排他的で
あったような気もしている。時が流れ、もはや小児科医だ
けでは小児医療を支えきれない時代に突入しているので
はないだろうか。
　まず、小児科の診療所の現状から考えてみたい。診療
所勤務の小児科医の平均年齢は上昇し続けており、令
和2年の厚労省のデータでは、平均年齢は61.0歳となっ
ている。また、令和2年の小児科医数は病院、診療所を
合わせて17,997人と年次推移で微増しているが、60歳以
下の人数は、15年程前からほとんど増えていない。つまり、
確実に小児科を専門としている医師の高齢化が進んでい
る。一方で、主たる診療科が小児科とする診療所の医師
数が6,909人であったのに対し、「複数回答」で小児科を
挙げた診療所の医師数は16, 208人であった。その差の
9,299人は、「小児科医ではない」が小児科も診ている診
療所の医師ということになる。この先生方を疎ましく思う
のではなく、協力して、あるいは一緒に勉強していただい
て、小児医療を持続可能なものにすることはできないの
であろうか。
　病院小児科は危機的状況である。病院にとっての小児
医療は、成人医療に比べておよそ3倍の人手と時間を必
要とする、人件費率の高い赤字部門である。不採算であ
るために、病院はまず、休日夜間の小児の救急対応を止
め、小児病棟を削減して混合病棟にし、ついには入院診
療をやめて外来診療のみにしていく。最終的には少子化
を言い訳にして小児科の標榜をやめてしまう。
　それでも、私たち小児科医は皆、懸命に努力をして、
懸命に働いている。小児医療を持続可能なものにするた
めには、「小児科医以外」の先生方の協力が必要である。
地域小児科医の高齢化が進む今、総合診療医/家庭医と
の協働は必須であり、重症小児に関しても、在宅医や専
門性の高い内科医に小児医療の一部を担って頂くことで
ひらける未来もある。小児科医以外の先生方が小児科医
に求めることは何か、小児科医が他科の先生方に求める
ことは何か、お互いにクロストークをしながら、あるべき
協働の姿を探してみたい。このシンポジウムを通して、わ
が国の小児医療の未来を支える手がかりが見つかれば
と考えている。
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開業小児科医から内科医へ

古田　博文
ふるた小児科クリニック /　札幌市小児科医会　会長

　２００６年に札幌市で小児科クリニックを開設してか
ら、今年で１８年目となった。いわゆる内科系クリニック
の場合、疾患も多岐に渡り、その分クリニックも専門分化
して、○○消化器科、○×呼吸器内科等々に分かれつつ
も、慢性疾患で通院する患者さんとは、生涯にわたるお
付き合いになることも珍しくない。一方小児科の場合、今
回のシンポジウムのテーマにも通じるが、患者が次々と
入れ替わる。生まれたばかりの子どもとは、通常ワクチ
ン接種からお付き合いが始まり、３才ころから減り始め
て、5才で半減、小学校に入るころには3割ほどに減って
いる印象である。子どもには、「あまり病気しない≒健
康」というステージが少なからずあることを思い知る。つ
まり、転科する前にかなりの子どもが小児科を去る。子ど
もの通院の傍ら、親も一緒に診療しつつ、子どもが成人
してからは、親子三代に渡って診療を続けるといったビ
ジネスモデルは令和ではなかなか成立しない。
　今回は、アレルギー専門医として、主に気管支喘息、ア
レルギー性鼻炎、アトピー性皮膚炎、食物アレルギーをも
つ子どもたちの症例を多く経験したので、小児と成人の
ガイドラインの比較なども含めて、内科を含む成人科へ
の引継ぎのタイミングについて検討した。
　当院の場合、長年通院していて、慢性疾患を持たない
患者については、「待合室で待っているのが恥ずかしく
なければ、どうぞ」、「大学生くらいまでは、夏休みや冬
休みなどの長期休暇を利用した受診なども配慮してあげ
るよ」としてあまり厳密な線引きを行っていない。ただし、
引継ぎのタイミングは、治療者側の裁量のみでなく、進学
や転居などにより地元を離れる場合もある。年齢は絶対
的なファクターではないが、やはり、「１５才」を過ぎると
転科の準備はしておくべきと考える。
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開業プライマリ・ケア医が考える
小児科医との協働
一ノ瀬英史
いちのせファミリークリニック

　従来から小児科医が担ってきた地域の小児医療や保
健業務は、非常に多岐に渡り幅広い内容であり、いずれ
も専門性の高いものである。一般的な小児の外来診察か
ら、乳幼児健診や予防接種業務、園医や学校医など地
域の小児保健業務もあれば、昨今徐々に増えつつある発
達障害関連の診療や不登校など思春期関連の医療から、
医療的ケア児等の小児在宅医療などがある。これらは、
診察室の中だけで完結するものではなく、診療所や病院
から出て行き、地域との顔の見える関係の中で繰り広げ
ていくものである。ここで成人から高齢者の医療・保健
までカバーしているプライマリ・ケア医とどのような協働
をすることができるだろうか。 
　乳幼児健診や予防接種業務は一つの協働分野であろ
う。基本的には健康な小児を対象としており、地域に住
む全小児人口を対象とすることになるため、集団で行う
にせよ個別で行うにせよ、一定の時間とリソースを割かね
ばならない。ただ、その質を担保せねばならないため、プ
ライマリ・ケア医にも質を維持してもらう工夫が必要であ
る。一方で小児在宅医療などの数は非常に少ないが一定
のニーズのある分野がある。在宅医療に関しては、高齢
者の地域包括ケアの推進が行われている時から、総合
診療を基本とする在宅医が在宅寝たきり患者や神経難
病、緩和ケアなどを行なっている。その中から小児在宅
医療も行うことができる在宅医が一定数あり、一つの協
働を見ている。発達障害や思春期医療に関しては、小児
医療分野でも協働の仕方に工夫が必要な分野ではなな
いだろうか。小児科医がその分野をより取り組むようにす
るためには、診療時間の確保などの観点から、一般診療
をプライマリ・ケア医が少し担うことにより小児科医はよ
り専門的に取り組むことができるかもしれないし、成人
への移行を前提として、プライマリ・ケア医が思春期の診
療の一部を担う事も一つの協働のあり方だと考えられる。 
　いずれの分野でも、地域で活躍する小児科医とプライ
マリ・ケア医が、地域特性の中でそれぞれ力を発揮でき
る部分を曝け出し、最善最適な小児医療保険を展開でき
るように協働して貢献していきたい。 
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総合診療医からみたこどもの成長と
成人移行
小嶋　　一
手稲家庭医療クリニック

　総合診療医として小児科診療も担当しながら移行期
患者の受け入れを行っている。学校医や在宅医として
の活動の中でも移行期医療の重要さ、需要をよく理解
できる反面、受け入れ側として態勢の不備や連携不足
を日々感じている。
　総合診療医は小児期から「移行期」という概念を持
たずに生涯にわたり関わり続けることができるという強
みがある。小児科医だけでは提供が困難な緩和ケア、
家族ケアなども総合診療医の強みであるため連携すべ
き領域と感じている。
　総合診療医側の問題点は総合診療医の育成が不十
分で、活躍できる領域が多岐にわたるものの、それをカ
バーするだけの十分な量的・質的なマンパワーを地域
に供給できていない点が挙げられる。小児科医とこの
点を意識しながら相互の連携で総合診療医の育成に努
めることで移行期の担い手が受け皿として充実する地
域となっていくのではないだろうか。
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